
北本市行政改革推進委員会（第２日目） 次第 

 

 

日時 令和３年１０月１３日（水）

午後２時から 

場所 文化センター２Ｆ第２研修室 

 

 

１ 開会 

 

２ 議事 

⑴   令和２年度北本市行政改革推進委員会答申への対応状況の補足 

 について 

⑵   事務事業の見直し 

・就労支援事業 

 ・市民文芸誌『むくろじ』発行事業 

 

３ その他 

 

４ 閉会 



行政改革推進委員会答申への対応状況

一般財源 答申 答申理由及び意見 一般財源

子育て支援
課

０歳児おむつ無
料化事業

 市内販売登録店で、紙おむ
つと交換できるおむつ無料
クーポン券を配布する。な
お、希望される方には布おむ
つを現物給付する。
対象者：北本市に住民登録
のある満１歳未満のお子さん
お誕生日月から満１歳のお誕
生日の前月分まで３５袋分の
クーポン券を配布。年度途中
に転入されたご家庭のお子
様にも月数に応じてクーポン
券を配布。

17,660 17,660 廃止

　本事業については、昨年度審議を行ったものの、その事業見直し案
には対象や内容の精査が不足しており、昨年度の答申においては「現
状維持（条件付き）」とし、判断を留保したものである。
　人口減少に対応した未来への投資である子育て支援に関する事業
は、第五次北本市総合振興計画前期計画リーディングプロジェクトの
一角として重要であるが、本事業は、対象が「０歳児」及び「おむつ」と、
限定的である。
　今回、事業所管課が当該事業の課題等を整理した上で、代替案とし
て提案した「こども商品券事業」は、子供の成長に合わせて幅広く使用
することが可能な商品券を配布する事業であり、その利便性は高い。
加えて、商品券の配布を出生時及び乳幼児健診時に設定することで発
育段階に応じた切れ目のない支援が可能となり、さらに健診率の向上
にも資するといった工夫も見られる。
　以上のことから、本委員会は、「０歳児おむつ無料化事業」の廃止と、
新たに提案された「こども商品券事業」の実施及び推進を支持する。
　なお、こども商品券の新規導入に当たっては、市内の店舗に対し当
該商品券利用可能店舗への加盟を促す働きかけを積極的に行い、地
元経済の活性化にもつながるシナジー効果を生むことを期待したい。
　また、子育て支援事業に関する取組は、それが若い子育て世代の移
住・定住の増加、ひいては歳入の増加に結び付くことを意識して取り組
むべきであり、当該事業に限らず、市内外に対し積極的なアピールを
行うことが重要である。

　本事業は、子育て世帯に好評ではあったものの、一方で、
おむつ以外の支援を望む声や、利用できる期間が０歳児の
時期に限定されており、子どもの成長に合わせた支援が必
要との意見があった。
　そのようなことから、本事業を令和３年度で廃止とし、本事
業に代わるものとして、令和３年度４月より新たに子育て応
援事業を実施する。
　子育て応援事業は、令和３年４月1日以降に出生した子ど
もの保護者を対象に、出生時と健診時２回それぞれ子育て
に役立つ「こども商品券」を贈呈し、単に経済的な支援だけ
でなく、乳幼児の健診率の維持向上等を目指し、多面的な
支援を行うことを目的としている。
　制度導入後は、現在の「０歳児おむつ無料化事業」の契
約店舗や、商工会等の市内事業者に加盟店の参加を呼び
かけ、北本市内でこども商品券を利用できる加盟店を確保
して利用先の拡大に努めていく。

10,305 3,305

環境課
大気中放射線
量測定事業

 平成２３年６月に事業開始。
市内の小学校２ヶ所、保育所
２ヶ所、公園２ヶ所で大気中
の放射線量を測定。５月、８
月、１１月、２月の年４回、大
気中の放射線量を測定。北
本市ホームページで測定結
果を公表。

0 0 廃止

　東日本大震災に起因した原発事故があった平成２３年３月から、１０
年が経過した。事故発生直後は各地で比較的高い放射線量が計測さ
れたこともあった。しかしその後の計測値は、自然界に存在する０．０４
マイクロシーベルト前後の数値で推移し、埼玉県内において高い放射
線量を示した所は、本市も含めてどこにもない状態が続いている。
　また、原発事故後、国等によって放射線測定モニタリングポストが全
国に整備され、そのモニタリング情報がインターネット上で公開される
ようになった。その情報は、パソコンやスマートフォン等で昼夜を問わず
確認可能であり、今後も実質的に、定常的な測定状態を維持すること
が可能である。
　これらのことから、市が単独で定常的な測定を行う現在の事業につい
ては、廃止とする。
　ただし、国等のモニタリング情報で異常な数値が確認された場合、あ
るいは市民等から局所的な測定要望が発生した場合等に備え、測定
器は今後も市で保有し続けるものとし、不測の事態に対し市職員が即
時に対応することが可能な測定体制や、市民からの測定器貸出要望
への対応については維持すべきである。
　また、市民に対しては、大気中放射線量測定に係る今後の市の方針
を周知することと併せ、国のホームページで全国の放射線量情報が確
認可能なことについても紹介し、市民に不安を生じさせることのないよ
う万全を期してほしい。

　震災後９年間にわたり、市内の大気中放射線量は、自然
界に存在する程度の値を示しており、測定事業の中止が妥
当であると考えるが、答申の内容に鑑み、状況の変化や市
民等からの要望に備えて、放射線測定体制の維持及び情
報の提供を行うこととする。

0 0

課名 事業名 事業概要
R2予算額（千円） Ｒ3予算(千円)

事業費 事業費

　令和２年度をもって事業を廃止した。
　しかし、放射線量の異常な数値が確認された場合、ある
いは市民等から放射線測定の要望に備え、測定体制を維
持するとともに測定器貸出制度を継続している。
　また、市ホームページに、市の大気中放射線測定につい
ての方針等を掲載し、原子力規制委員会の「放射線モニタ
リング情報」へのリンクを貼っている。

　令和３年度末に廃止。
　令和３年度中は、令和３年３月３１日までに出生した０歳
児の子どもについては、本事業で対応し、令和３年４月１
日以降に出生した子どもについては、子育て応援事業の
対象となる。

（参考）
●新規事業「子育て応援事業」について
・「０歳児おむつ無料化事業」を令和３年度末で廃止するこ
ととし、
　令和３年４月１日から、新たに「子育て応援事業」を開始
する。
・「子育て応援事業」では、
　①出生時　②1歳6か月時　③3歳時
　の3回に分けて「こども商品券」（1万円＋1万円＋1万円
　　＝合計3万円）を進呈する
・事業経費
　約1,200万円/年
　※出生児400人、1.6か月児400人、3歳児400人で計算
・新旧事業比較
　「０歳児おむつ無料化事業」＝4.5万/人
　「子育て応援事業」　　　　　  ＝ 3万/人
　※事業費としては、約600万円/年の削減

行政改革推進委員会答申
答申を踏まえての所管課の考え方 対応状況

資料１

1 ページ



行政改革推進委員会答申への対応状況

一般財源 答申 答申理由及び意見 一般財源

課名 事業名 事業概要
R2予算額（千円） Ｒ3予算(千円)

事業費 事業費
行政改革推進委員会答申

答申を踏まえての所管課の考え方 対応状況

資料１

保育課
給食提供食材
放射能検査事
業

平成２３年１１月から測定を開
始。その日提供される食材の
事前測定。測定は火曜日（学
校：週１回、保育所：月２回）。
測定機器（ＧＤＭ－１２）定量
下限は６．３ベクレル。定量下
限以下は不検出。
ＨＰで午前中に検査結果およ
び検出測定値を公表。

0 0 廃止

　東日本大震災に起因した原発事故があった平成２３年３月から、１０
年が経過した。本案件の「給食提供食材放射能検査事業」は平成２３
年１１月に開始した。当初は公立小中学校及び公立保育所に限って実
施していたが、その後、民間保育所も検査対象に加えている。
　本市においては、検査の開始以来、全ての検査対象施設において、
厚生労働省が定めた基準値（一般食材１００ベクレル・牛乳５０ベクレ
ル等）はもとより、測定定量下限値（６．３ベクレル）を超える数値が検
出されたことはない。事業の開始当初はほぼ毎日検査をしていたが、
そのような検出状況を踏まえて、検査頻度は漸減してきたという経緯が
ある。
　給食の安全確保の取組にはこれで十分だと断言できるような線引き
が存在しないことは言うまでもなく、種々の検査等をどの程度まで行う
べきかの判断は非常に難しい部分がある。しかしながら、食材の放射
能検査については、数値の状況が約１０年間安定している。それに加
え、埼玉県の食品モニタリング検査において、万が一基準値を超える
数値が確認された場合には、食材産地の都道府県単位で出荷制限が
行われる体制が確保されている。そのこと等も勘案し、本委員会として
は、市単独で「給食提供食材放射能検査事業」を継続する必要性は乏
しいものと判断した。
　一方で、かつての原発事故等のような不測の事態に備え、有事への
即応体制を構築しておく必要もある。よって、現在保有している食材検
査機器は国から貸与されたものであるが、当面返却しない方向で調整
し、食材の放射能汚染が疑われる状況になった場合、即座に対応でき
るよう十分な体制を備えておくべきである。
　なお、「給食提供食材放射能検査事業」の見直しについて情報発信
を行う際には、食中毒対策等も含め給食に関連した各種の安全対策も
含めて紹介し、本市の給食全体に対する市民の安心感につなげられ
るよう万全を期してほしい。

　令和２年度事業をもって廃止とする。

　市ＨＰでは、①平成２３年度検査開始以来、厚生労働省が
定めた基準値及び測定定量下限値を超える数値は検出さ
れなかったこと、②埼玉県食品モニタリング検査において基
準値を超える数値が検出された場合には、食材産地の都
道府県単位で出荷が制限されることから、給食食材の安全
性が確保されるものとして、給食提供食材放射能検査事業
の廃止を周知する。

0 0

教育総務課
給食提供食材
放射能検査事
業

平成２３年１１月から測定を開
始。その日提供される食材の
事前測定。測定は火曜日（学
校：週１回、保育所：月２回）。
測定機器（ＧＤＭ－１２）定量
下限は６．３ベクレル。定量下
限以下は不検出。
ＨＰで午前中に検査結果およ
び検出測定値を公表。

0 0 廃止 同上

　令和２年度事業をもって廃止とする。

　市ＨＰでは、①平成２３年度検査開始以来、厚生労働省が
定めた基準値及び測定定量下限値を超える数値は検出さ
れなかったこと、②埼玉県食品モニタリング検査において基
準値を超える数値が検出された場合には、食材産地の都
道府県単位で出荷が制限されることから、給食食材の安全
性が確保されるものとして、給食提供食材放射能検査事業
の廃止を周知する。

0 0

１　市ＨＰに事業の廃止を掲載。
２　有事の際は教育総務課の食材検査機器で対応できる
よう体制を維持する。

１　令和３年４月２８日　市ＨＰに事業の廃止を掲載。
２　貸与されている食材検査機器は国に返却せず、有事に
対応できるよう体制を維持する。

2 ページ



様式１

2 年度 事務事業評価シート

（R1） 決算 （R2）
当初
予算

（R2） 決算 （R3）
当初
予算

→

次年度予算

令和 部名 市民経済部 課名 産業観光課

概
要

事務事業名 就労支援事業
課長名 赤塚浩二 課直通電話

まち・ひと・しごと
創生総合戦略の位置付け

基本目標と
施策

Ⅳ 安定した雇用を創出する ３ 希望する働き方を実現するための支援と就労環境の整備

根拠

048-594-5530

課における業務割合 2.0%

第五次総合振興計画
前期基本計画の位置付け

施策 5-3 就労対策の充実 主な基本事業 5-3-3 雇用･就労対策の推進

基本事業
指標

内職相談および無料職業相談の相談者数

法令等 個別計画
北本市産業振興ビジョン　分野４　施策１　就労支援、人材育成、働
き方改革の支援

目
的

求職活動に対する支援として、労働・求人に関する情報・知識を提供する相
談室を設置する。また、求職活動の際に有効となるセミナーを開催する。

内
容

①内職相談員を配置し、相談・あっせん業務を行う。
日時　火曜日・金曜日（祝日を除く）　午後１時～4時
場所　勤労福祉センター
②職業相談員を配置し、就職についての情報提供や職業あっせん等を行
い就労活動の支援を行う。
日時　水曜日・木曜日(祝日を除く)　午前10時～正午・午後1時～4時
場所　勤労福祉センター
③就労支援セミナー事業
　埼玉県等との共催により各種セミナーを開催する。

対象者

,

計
画

数値目標名 単位
前年度 実施年度 今年度 計画年度 将来目標

内職・就職相談広報回数 回
目標値 12 12 12

指標
区分(R1) (R2) (R3) (R4) (R5) (R　　)

12 12 12
活動指標

実績値 12 12

内職・就職相談求職件数 件
目標値 190 190 190 190 190

成果指標
実績値 129 128

実
施

事務事業のコスト（単位：千円）

前年度 実施年度 実施年度 今年度 計画年度（見込）

備考
（R4）見込 （R5）見込

総事業費 2,005 ー 2,627 ー ー ー 【決算額の増減理由】

【当初予算に係る補正・流用・繰越等の有無】

【特定財源の名称】

総事業費人口一人当たり（円） 30 ー 40 ー ー ー

事業費 892 1,066 1,055 1,165 0 0

0

その他特財 0 0 0 0 0 0

地方債

0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0

業務割合に基づく事業人件費 1,113 ー 1,572 ー ー ー

一般財源 892 1,066 1,055 1,165 0

内訳

国庫支出金 0 0 0

ー

課の年間人件費（概算） 55,668 ー 78,629 ー ー ー

業務割合 2% ー 2% ー ー

（   ）

今後の方向性（課題と対応）

求人数が頭打ちで、求職者の希望に応じた職種紹介が限られている状況。周知活動を継続し、相談者への支援向上のため、求人事業所の登録件数増加を図る。

評
価
・
改
善

事務事業の目標に対する実績（設定した目標に対する取組と成果）

当事業の周知を図るため、市広報や市ホームページなどでPRをした。
令和２年度　無料職業紹介・内職相談における求職件数128件

評価
今
後
の

方
向
性

事業の活動（回数、範囲など）
事業の実施方法

継続

終了

拡大 縮小 現状維持

改善効率化 現状維持 その他

増額 減額 現状維持

資料２

企業 団体 議会市民 職員企業 団体 議会市民 職員



人 0.24 人

②での比較ができない場合は、類似団体以外の団体との類似事業事業費比較（2団体以上）

上記2項目において比較できない場合は、当該事業を当市独自で行わなければいけない理由を記入

実施方法の異なる類似事業があれば記載

予
算
査
定
参
考

法令による義務付けの有無 ①　事業の見直しの可能性の有無

①で「無」の場合は、事業の見直しができない理由を記入

②　類似団体（人口5万から10万）との類似事業事業費比較（2団体以上）

鴻巣市　Ｒ3当初予算：労働費庶務事業88千円、労働支援事業2,225千円

事業分類
シート記載
担当者名

新井

評
価

市民・行政改革推進委員会等からのコメント

課の正規職員･再任用職員･任期付職員の数 12 事業に要した職員数（人工）

備
考

予算査定にあたって留意すべき事項等があれば記入

有 無 有 無



行政改革推進委員会 

「就労支援事業」について 

 

令和３年１０月１３日（水） 

産 業 観 光 課    

  

１ 事業の概要について 

（１）内職相談事業 

ア 事業開始日 

不明（令和２年４月１日で廃止になった「北本市内職相談実施

要綱」の施行日は、平成元年４月１日） 

イ 根拠法令等 

    北本市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（「北本市内職

相談実施要綱」は、令和２年４月１日廃止） 

ウ 業務 

    内職を希望する市民と内職の求人を希望する企業とのあっせん 

エ 勤務条件・報酬等 

    毎週火曜日・金曜日（祝日を除く。）午後１時から４時まで 

    勤務地：勤労福祉センター 

    報酬月額：２７，４００円 

 

（２）職業相談事業 

ア 事業開始日 

平成１８年６月７日 

イ 根拠法令等 

    北本市会計年度任用職員の報酬等に関する条例、北本市無料職

業紹介所設置要綱（「北本市職業相談員設置要綱」は、令和２年

４月１日廃止） 

ウ 業務 

就業を希望する市民と企業との雇用契約成立のあっせん、求人

開拓 

エ 勤務条件・報酬等 

    毎週水曜日・木曜日（祝日を除く。）午前１０時から正午まで

及び午後１時から４時まで 

    勤務地：勤労福祉センター 

    報酬月額：４５，８００円 
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２ 予算（令和３年度） 

報酬           ８７９千円 

    通勤手当         １３８千円 

    旅費             ８千円 

    消耗品費          ３５千円 

（ウイルスソフト、プリンタートナー、事務用品等） 

 電話料           ４５千円 

 事務機器借上料（複合機）   ９千円 

         合計 １，１１４千円 

 

３ 事業の実績について 

（１）内職相談事業 

年度 相談件数 求職者数 月平均求人数 内職あっせん数 

平成 21 年度 １６１ ６０ １３．５０ ３０ 

平成 22 年度 ２１３ ５７ ３．９２ ３８ 

平成 23 年度 １９８ ８２ ６．６７ ５４ 

平成 24 年度 １４２ ７０ ６．５８ ５２ 

平成 25 年度 ９８ ６５ ６．１７ ２５ 

平成 26 年度 １２６ ５２ ５．２５ ３６ 

平成 27 年度 １２１ ４３ ４．１７ ２６ 

平成 28 年度 １２６ ３６ ４．６７ ２０ 

平成 29 年度 ８８ ３７ ３．０８ ２３ 

平成 30 年度 ８４ ３７ ３．０８ ２３ 

令和元年度 ５６ ２０ ２．１７ １０ 

令和２年度 ９９ ３３ ３．００ １９ 

 

  



（２）職業相談事業 

年度 求人件数 求職者数 就職件数 

平成 21 年度 １０２ １５８ ６ 

平成 22 年度 ８８ １４５ ５ 

平成 23 年度 ８８ １３８ ５ 

平成 24 年度 ９０ １２８ ３ 

平成 25 年度 １０６ １２２ ２ 

平成 26 年度 ９８ １２５ ３ 

平成 27 年度 １１８ １２２ ３ 

平成 28 年度 １３３ １２５ ３ 

平成 29 年度 １３８ １２５ ５ 

平成 30 年度 １５８ １２６ ６ 

令和元年度 １６６ １０９ ６ 

令和２年度 １５５ ９５ ５ 

 



 

令和３年度北本市行政改革推進委員会 チェックシート 

 

委員氏名          

 

 

事務事業名 

 

 

就労支援事業 

 

今後の方向性 

 

□ 拡大  □ 縮小  □ 廃止  

 

□ 現状維持  □ 意見保留 

 

事務事業に対する

意見・コメント 

（評価の理由等） 
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様式１

2 年度 事務事業評価シート

（R1） 決算 （R2）
当初
予算

（R2） 決算 （R3）
当初
予算

→

次年度予算

本誌の売上げを市の歳入としている。

平成26年度：123冊（　98,400円）
平成27年度：133冊（106,400円）
平成28年度：127冊（101,600円）
平成29年度：  82冊（　65,600円）
平成30年度：117冊（　93,600円）
令和元年度：104冊（　83,200円）
令和 2年度：　93冊（　74,400円）

※ 頒布価格1冊800円

計画年度 指標
区分

活動指標

成果指標

まち・ひと・しごと
創生総合戦略の位置付け

基本目標
と

施策
Ⅲ ともに支え合う地域をつくり、市民の暮らしを守る ２ 暮らしをともに支え合う地域の創生

市民及び市内で活動するサークルの会員から応募があった詩、俳
句、短歌、川柳、小説、随筆、作文などの作品を選考・講評・校正
し、文芸誌としてまとめ、年度末に発行する。
・5月 編集協力委員及び講評者の委嘱
・6月 一般の作品募集案内ポスター及びチラシの配布
・7月 市内小・中学校にジュニアの作品募集ポスター及びチラシの
配布
・8月 作品募集
・11月 校正（初校）　・1月 校正（第2校）　・3月 刊行対象者

(R1) (R2)
数値目標名 単位

前年度 実施年度

広く市民から応募を募ることが主目的であるた
め、活動目標の設定には適さない。

冊

令和 部名 教育部 課名 生涯学習課

048-594-5565

(R　　)

目標値

将来目標

計
画

実績値 104
有償頒布部数

計画年度（見込）
備考

施策

基本事業
指標

事務事業名 市民文芸誌『むくろじ』発行事業
課長名 柳井　志道 課直通電話

4.0%課における業務割合

根拠 法令等 個別計画

,

概
要

目
的

市民の文芸創作活動を促すとともに、優れた作品を市民に提供し、豊
かな人間性を養い、文芸の普及向上に資する。

内
容

650

実績値

第五次総合振興計画
前期基本計画の位置付け

93

目標値 130 130

実
施

事務事業のコスト（単位：千円）

前年度 実施年度 実施年度 今年度

総事業費 3,529 ー 3,768 ー

総事業費人口一人当たり（円） 53 ー 57 ー

4%

評
価
・
改
善

事務事業の目標に対する実績（設定した目標に対する取組と成果）

幅広い年代の投稿者の文芸作品を掲載し、市民の文芸創作活動を促進するとともに、文芸の普及向上に資した。

評価
今
後
の

方
向
性

事業の活動（回数、範囲など）

事業の実施方法 （　　　）

今後の方向性（課題と対応）

高齢や進学を理由とした投稿離れが見られるため、前年度投稿者に対し募集要項を送付し、継続した作品の投稿を促す。また、新規投稿者を募るため、
より多くの市民等に市民文芸誌を認知してもらえるよう、時代に即した広報活動を行う。さらに、作品の質の向上のため、朗読会、読書会、勉強会、文学研
修等、多様な事業展開を検討していく。

ー

372

ー ー

内訳

国庫支出金 0 0

県支出金

469

業務割合に基づく事業人件費 2,891 ー 3,322 ー

地方債 0 0 0 0

0 0

0 0

課の年間人件費（概算） 72,297 ー 83,060 ー ー ー

0 0その他特財 83 80 74 0

一般財源 555 582 469 469

ー ー

業務割合 ー 4%

0 0

469

ー

0 0

0 0

事業費 638 662 446 469

0 0

（R4）見込

主な基本事業 2-6-3 芸術･文化事業の推進2-6 生涯学習の推進

この1年間で芸術・文化活動に参加・鑑賞したことのある市民の割合

今年度

(R3) (R4) (R5)

130 130 130

（R5）見込

ー

ー ー
469

企業 団体 議会市民

継続
終了

拡大 縮小 現状維持
改善効率化 現状維持 その他

増額 減額 現状維持

職員企業 団体 議会市民 職員

資料５



人 0.61 人15.2

上記2項目において比較できない場合は、当該事業を当市独自で行わなければいけない理由を記入

実施方法の異なる類似事業があれば記載

事業分類
シート記載
担当者名

白根

評
価

市民・行政改革推進委員会等からのコメント

予
算
査
定
参
考

②　類似団体（人口5万から10万）との類似事業事業費比較（2団体以上）

桶川市（489千円）、飯能市（600千円）、吉川市（422千円）

課の正規職員･再任用職員･任期付職員の数

備
考

予算査定にあたって留意すべき事項等があれば記入

法令による義務付けの有無 ①　事業の見直しの可能性の有無

①で「無」の場合は、事業の見直しができない理由を記入

②での比較ができない場合は、類似団体以外の団体との類似事業事業費比較（2団体以上）

事業に要した職員数（人工）

有 無 有 無
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委員氏名          

 

 

事務事業名 

 

 

市民文芸誌「むくろじ」発行事業 

 

今後の方向性 

 

□ 拡大  □ 縮小  □ 廃止  

 

□ 現状維持  □ 意見保留 

 

事務事業に対する

意見・コメント 

（評価の理由等） 
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1/1

事務事業の総点検_結果

１　「廃止」「民間等で実施」の事業 （千円）
No 事業名 点検結果 意見 金額 課名

1 難病等手術見舞金支給事業 廃止

・手術費のみ対象（年１回）で、ごく少数に限
られる（効果が限定的）
・治療費は国や県の助成がある
・他の大病・大けが・持病との扱いの違いが
説明できない

600         障がい福祉課

3 市民文芸誌『むくろじ』発行事業 廃止
・事業開始当初とは情報発信に関する状況
が大きく変化している。コストをかけて自治体
が製本する必要はないと判断。

372         生涯学習課

計 972
※令和２年度決算額
　（一般財源）

２　「見直し」の事業 （千円）
No 事業名 点検結果 意見 金額 課名

1 北本市健康長寿ウォーキング事業 見直し

・市民の健康への効果が高まるよう内容の見
直しを検討
・参加者数の増加を事業の目標としている
が、参加者数の増加と健康長寿の関係性が
不明のため、目標としては健康指標の向上を
設定すべきで、向上しない場合は他の事業
へと振り替えるべき
・将来的には県のコバトン健康マイレージ事
業に参加者を移行させることを検討する（県
の計測機器の設置箇所増の要望も併せて）

3,057       健康づくり課

2 就労支援事業 見直し

・内職相談員、職業相談員については、その
実績から、廃止を検討すべき。
・職業安定所、生活弱者に対する対応はそれ
ぞれの施策の中に含まれている現状があ
る。
・週２回の相談機会、かつ相談回数１日１件１
時間程度であれば、臨時職員ではなく市の職
員が市役所内で受け付けてもいいのではな
いか。

1,055       産業観光課

計 4,112

資料７
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⾏政改⾰事業の振り返りと提案

共感・共創・共鳴
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北本市 ⾏政改⾰推進委員会委員⻑ 下垣彰
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１．⾏政改⾰推進事業 について

① 北本市の⾏政改⾰事業とは、市の⾏政⽬的、⽬標に向けた業務の効率化を図る取り組みであり、
⾏政改⾰推進委員会は、その中で、北本市から諮問を受けた事業に対して、廃⽌、及び⾒直しの可
否を審議する機関である。

② 本事業“⾏政改⾰事業”は、企業で⾔えば、コストダウン・⽣産性向上⽬的の投資であり、本事業が
その⽬的の機能を果たせているか否かは、“投資対効果”を指標として⾒るべきである。

③ 投資対効果指標は、2ページの表の⼀番下の⾏で⽰すが、下記の式で算定できる
C (投資対効果指標)＝A (収⽀改善の効果⾦額合計)÷B (⾏政改⾰の費⽤合計)

④ 企業が、設備投資を図る際には、必ず投資対効果を算定して、投資可否を判断する。
“投資対効果が”3倍“以上なければ投資を許可しない”という基準で運⽤している企業が多い。
（業界、企業によって、基準値は異なる）

⑤ 改善改⾰が進んでいないと認識しているのであれば、指標“５”以上を⽬標として本事業を運営するべ
きと思われる。そのためには、6ページの推進プロセスに、より成果の出る工夫を織り込む必要がある。
（どの程度を⽬標とすべきかは委員会で検討したい、特に根岸委員の意⾒を聞きたい）

⑥ 今後（来期に向けて）どのようなことを工夫として織り込むかについて、相談して進めていきたい。

1

• 本資料において、投資対効果指標、及びその計算に⽤いた数値は、本事業の過去の資料から引⽤、
及び推算したものであり、市の公式な数値ではない

• 投資対効果指標としては、有効数字1桁くらいの粗さで扱うべきであり、数字の精度に拘るべきでない。
（推定の前提確認は必要と思われるが）
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２．⾏政改⾰の取り組みの成果と費⽤ 振り返り

⾏政改⾰推進事業の投資対効果指標の算定（過去3年の実績、今期予想）
年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度

委員会開催回数 5回 5回 3回 4回

成
果
（
価
値
の
評
価
）

事業費⽤（審査対象） 3,715.5万円 3,698.5万円 1,766万円 508.4万円
費⽤削減⾦額（答申） 764.9万円 1,076.5万円 186万円 ︖
効率化による工数削減効果 112時間・⼈
⼈件費に換算した効果⾦額 52.4千円 ︖
収⼊増加とみなす効果⾦額 なし 693.5万円 なし ︖
A:収⽀改善の効果⾦額合計 764.9万円 1,770.0万円 238.4万円
事業価値向上の効果
（定性的成果）

マイナンバーカード利
⽤促進とセットで手数
料⾒直し

おむつ無料化事業を
利⽤者の利便性⾼
い事業に切替

費
用

⼈件費(a) ︓⾏政経営課 200.7万円 200.7万円 200.7万円 200.7万円
⼈件費(b) ︓⾏政経営課以外 176.9万円
委員会開催の費⽤ 26.7万円 26.7万円 16.0万円 21.4万円
B:⾏政改⾰の費⽤合計 227.4万円 227.4万円 216.7万円 399.0万円

C:投資対効果指標（＝A÷B） 3.4 7.8 1.1
注記 ⼈件費(a)︓⾏政経営課の担当業務の⼈件費 推計⾦額

⼈件費(b)︓⾏政経営課以外の部署の⼈件費 推計⾦額
注意︓本資料における“費⽤削減⾦額”、“⼈件費に換算した効
果⾦額”、“費⽤”の数値は、委員⻑が過去の事業の資料をもとに、
推定・算出したものである

2
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３．⾏政改⾰の成果 答申の成果 (1)
年度 事業名 事業費⽤ 答申 費⽤削減⾦額 備考、費⽤削減以外の成果

平成
30年度

⑴ 北本市役所駅連絡所事業 11,815千円 縮⼩ ※2,363千円 時間縮⼩⇒※20%削減と仮定
証明書はコンビニ交付誘導

⑵ 地域スポーツ普及事業 1,562千円 ⾒直し 1,562千円 廃⽌の⽅向性で⾒直し答申
⑶ 放置⾃転⾞対策事業 7,815千円 縮⼩ ※1,563千円 ※20%削減と仮定
⑷ 福祉リサイクル機器事業 1,364千円 現状維持
⑸ 重度障害者移動⽀援事業 1,618千円 現状維持
⑹ ジュニア囲碁教室事業 1,860千円 廃⽌ 1,860千円
⑺ 介護者手当⽀給事業 9,577千円 現状維持
⑻ 地域⽀え合い事業 1,504千円 ⾒直し ※300.8千円 ※20%削減と仮定
平成30年度 合計 37,155千円 7,649千円

令和
1年度

⑴ 多世代同居・近居⽀援事業 6,420千円 廃⽌ 6,420千円
⑵ ０歳児おむつ無料化事業 17,979千円 現状維持 ⼦育て⽀援施策として改善を
⑶ ⾦婚式祝賀会事業 1,175千円 廃⽌ 1,175千円
⑷ ⽼⼈クラブ活動費補助事業 11,411千円 縮⼩ 3,170千円 市労連の活動費、特別事業費、

バス利⽤補助⾦を削減
⑸ ⼟曜開庁事業 0 縮⼩ 0 市⺠課窓⼝を除き、⼟曜開庁業

務を縮⼩、効率化
⑹ 使⽤料・手数料の適正化に
関する基本⽅針について

0 使⽤料、
手数料の
改定指針

0 手数料︓コンビニ交付により窓⼝
工数削減、もしくは窓⼝交付手数
料の収⼊増加6,935千円

令和1年度 合計 36,985千円 10,765千円
3
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３．⾏政改⾰の成果 答申事項 (2)
年度 事業名 事業費⽤ 答申 費⽤削減⾦額 備考、費⽤削減以外の成果

令和
2年度

⑴ ０歳児おむつ無料化事業 17,660千円 廃⽌ 1,860千円 利⽤者の利便性向上を踏まえ、
こども商品券事業に移⾏
15,800千円/年

⑵ ⼤気中放射線量測定事業 0 廃⽌ 0 工数削減︓40時間・⼈
40時間×4,681円／時間
（⼈件費︓187千円相当）

⑶ 給食提供食材放射能検査
事業

0 廃⽌ 0 工数削減︓72時間・⼈
1〜2時間×4回／⽉×12⽉
72時間×4,681円／時間
（⼈件費︓337千円相当）

令和2年度 合計 17,660千円 1,860千円 ⼈件費524千円相当の効率化
令和
3年度

⑴ 難病等手術⾒舞⾦⽀給事
業

600

⑵ 市⺠⽂芸誌『むくろじ』発⾏
事業

372

⑶ 北本市健康⻑寿ウォーキング
事業

3,057

⑷ 就労⽀援事業 1,055
令和3年度 合計 5,084千円

4
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４．⾏政改⾰の事業費⽤ 算定ロジック

費⽤１）⼈件費(a)︓⾏政経営課の担当業務の工数・⼈件費
• ⾏政経営課の年間⼈件費︓3584万円（令和2年度実績）
• ⾏政経営課の本事業工数⽐率︓5.6%
• ⾏政経営課の本事業の⼈件費︓200.7万円（推計⾦額）

費⽤２）⼈件費(b)︓他部署の工数・⼈件費
• 通常の事業の⾃⼰評価工数・⼈件費︓この算定では無視する
• 令和3年度︓業務総点検（7/21、7/30、8/18、各6時間、）

• 工数︓3班×7⼈×6時間＝378時間・⼈
• 北本市役所職員の平均⼈件費︓898.8万円／⼈（福利厚⽣費含む）

• 年間工数︓1920時間／⼈・年（8時間×20⽇×12か⽉）
• 北本市役所職員の1時間当たりの平均⼈件費︓4,681円／⼈・時間
• 業務総点検の⼈件費︓176.9万円（推計⾦額）

費⽤３）委員会費⽤︓委員への謝⾦、委員会開催1回当たりの費⽤
• 謝⾦の⾦額︓委員5,500円／⼈・回、委員⻑20,400円／⼈・回
• 委員⼈数︓7名
• 委員会費⽤︓53,400円／委員会開催1回当たり

5
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５．⾏政改⾰推進事業のプロセス振返り(令和3年度)

事務事業
約500件

総点検
対象事業
185件

総点検
非対象の

事業

• 法定義務の事業
• 指定管理事業
• 審議会、協議会

に関する事業

⾃⼰評価
シートで
チェック

事務事業総点検
仕
分
け
表

区分 件数 事業費
廃⽌ 13 2,050
⾒直 84 424,441
継続 108 1,138,183
合計 185 1,565,183

件数 千円

諮問対象事業の
絞込み

諮
問
事
業
案
件

⾏政改⾰
推進委員会

答
申
（
案
）

区分 件数 事業費
廃⽌ 2 972
⾒直 2 4,112
継続
合計 5,084

件数 千円

答
申パ

ブ
リック

コメン
ト等

議会報告、
次年度以
降の事業
計画、予算
に反映

• 職員21名（3班×7名）
• 3回×6時間⇒358時間・⼈
• ⼈件費1,769千円相当
• 視点︓必要性・責任・緊急性・

実施⽅法

6
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発生
確率

影響
度

発生
確率

影響
度

1) 仕分け表完
成

2) 諮問事業案
件がFix

3) 答申（案）
がFix

4) 答申Fix

評価 再評価
重大領域

マイルストン
達成状態の目標

将来問題
（困りごと、いやなコト、心配事）

予防対策
（起きないように何をする）

発生時対策
（起きてしまったらどうする）

採
否

採
否

６．提案︓⾏政改⾰推進事業にRAを適⽤

7

• RAを応⽤して、⾏政改⾰推進事業の成果を最⼤化するための課題、施策を明確にする
• RA(Risk Analysis)というリスク分析手法は、KT法から派⽣したEM法の4手法の⼀つ

総点検
対象事業
185件

事務事業総点検
仕
分
け
表

諮問対象事業の絞込み

諮
問
事
業
案
件

⾏政改⾰推進委員会

答
申
（
案
）

答
申

1. 重⼤領域のマイルストンごとの達成状態⽬標を決める（ありたい姿、こんな状態、レベルにしたい）
2. ⽬標実現に向けての将来問題（困りごと、いやなコト、⼼配事）を具体的に列挙する
3. 列挙した将来問題が、どんな事に影響を及ぼすかを具体的に記述する
4. 将来問題の発⽣確率、影響度を、High/Middle/Lowの3段階で評価する
5. 将来問題ごとに予防対策と発⽣時対策（起きてしまったらどうする）を検討する（HとM）
6. 施策として採⽤するか否かを判断し、発⽣確率、影響度を再評価する
7. 再評価してもHMが残っているようなら、別の対策を検討し、発⽣確率、影響度を再評価する

KT︓Kepner Tregoeの略
EM︓Effective Managementの略

模造紙とポストイットを使って、
議論しながらやることを、強くお勧めします

模造紙とポストイットでやる場合
採否判断はポストイットに記⼊する



⾏政改⾰委員会 市⺠⽂芸誌『むくろじ』発⾏事業について 
 

令和３年１０月１３日（水）  
生涯学習課  

 
１ 事業開始時期について 
  創刊号・・・昭和５２年３月２５日発⾏ 
  （令和３年度 第４５号発⾏予定） 
 
２ 発⾏部数について 
  ３８０冊発⾏ 
 
３ 売上実績について 
  令和２年度  ９３冊 
  令和元年度 １０４冊 

平成30年度 １１７冊 
  平成29年度  ８２冊 
  平成28年度 １２７冊 

平成27年度 １３３冊 
   
４ 無償配布について 
  令和２年度 １２２冊（詳細は別紙） 
 
５ 応募状況について 
  令和２年度 ３４４点、延べ８３人（一般７９人、Jr.４人 
  令和元年度 ３４７点 延べ 86 人（一般８２人、Jr.４人） 

平成30年度 ４２６点 延べ107人（一般８０人、Jr.２７人） 
  平成29年度 ４５７点 延べ121人（一般９６人、Jr.２５人） 
  平成28年度 ６６９点 延べ211人（一般７１人、Jr.１４０人） 

平成27年度 ９５５点 延べ214人（一般６９人、Jr.１４５人） 
 
６ 近隣の状況について 

【実施市町】 
桶川市、さいたま市、草加市、入間市、川越市、熊谷市、狭山市、所沢市、吉川市、越谷市、 
日高市、川島町                           （HP での確認） 

 
７ 成果について 
  一般部門の多くの方が連続して投稿している状態から、⽂芸の発表の場として心のよりどころにな

っていると考えられる。また、ジュニア部門において小中学校によっては学習の一環として取り組む
こともあり、創作意欲を喚起していると思われる。 



No. 配　布　先 冊数

1 6

2 1

3 部長 1

参与 1

教育総務課　課長 1

学校教育課　課長 1

教育総務課　副課長 1

生涯学習課　課長 1

4 市政情報コーナー 1

5 市長 1

6 副市長 1

1 掲載者（ジュニア） 中丸小学校　６年 　小島　佑介 1

掲載者（ジュニア） 中丸小学校　５年 　德江　奏祐 1

掲載者（ジュニア） 北小学校　５年 　市村　充輝 1

掲載者（ジュニア） 西小学校　６年 　渡邊　陽斗 1

8 講評者 詩 　北岡　淳子 2

俳句 　佐怒賀　直美 2

短歌 　今井　恵子 2

川柳 　相良　博鳳 2

随筆・小説 　矢内　久子 2

9 教育委員 5

10 市議会議員　 20

11 議会事務局 1

12 表紙絵協力者 水彩画 千　峰 1

13 市内小・中学校 12

15 北本高校 1

16 中央公民館 1

17 地区公民館等 8

21 中央図書館 6

22 野外活動センター 1

23 健康増進センター 1

24 総合福祉センター　 1

25 北本市社会教育委員 15 1部×15名

26 1

27 近隣市町 4 上尾市、桶川市、鴻巣市、伊奈町

28 姉妹都市 1 福島県会津坂下町

29 7 さいたま市、越谷市、草加市、川越市、飯能市、所沢市、熊谷市

30 1

31 1

32 1

33 3 平成３０年度より追加

122

市民文芸誌『むくろじ』第４４号 無償配布先一覧

備　　　考

編集協力委員 1部×6名（第3回編集協力委員の会議にて配布）

教育長 直接

教育委員会事務局 8級職員

教育委員会事務局 8級職員

教育委員会事務局 6級職員

教育委員会事務局 6級職員

教育委員会事務局 6級職員

教育委員会事務局 6級職員

総務課法規担当経由

市長公室秘書担当経由

市長公室秘書担当経由

1部×12校

1部×1校

2部×5名（礼状を添付）計10部

1部×5名（教育総務課総務・政策担当経由）

1部×20名（議会事務局庶務議事担当経由）

公民館（南部・東部・西部・北部・中丸）、学習センター、勤労福祉センター、コミュニティセンタ

埼玉県生涯学習文化財課

文芸誌送付のあった市町

議会図書室想定

国立国会図書館

合　　計

さいたま文学館　

埼玉県立図書館（熊谷図書館資料収集担当）

埼玉県立文書館



 

市民文芸誌『むくろじ』第４４号刊行工程表 

 

月 日（曜日） 工         程 

５ 中旬 編集協力委員及び講評者の委嘱 

６ 
１（月） 

『広報きたもと』６月号及び市ホームページにて作品募集記事掲載 

（原稿締切４月２２日（水）） 

１１（木） 各施設等に作品募集ポスター及びチラシの配布 

７ ２（木） 
７月校長会 

・市内小・中学校にポスター及びチラシの配布 

８ 上旬から 作品募集【８月３日（月）～９月４日（金）】 

９ 

４（金） 作品募集締切 

８（火） 財政課に印刷製本依頼（２～３週間で業者決定予定） 

１０（木） 講評者に講評依頼（１０月１５日（木）まで） 

１０ 
１５（木） 講評原稿提出締切 

２２（木） 印刷会社に入稿（１０月下旬 初校仕上がり予定） 

１１ １２（木） 

第１回編集協力委員の会議 

・校正①作業依頼（１２月７日（月）まで） 

・校正結果突合せ日程の調整 

・表紙絵、挿絵の確認 

１２ 
上旬 

校正結果突合せ（編集協力委員＜部門別＞及び事務局） 

（１２月７日（月）～１１日（金）で個別に設定） 

２４（木） 校正①確定版を印刷会社に提出（１２月中に第２校仕上がり予定） 

令和３年 

 

１ 

２１（木） 

第２回編集協力委員の会議 ←中止 

・校正②第２校の確認（校正結果が第２校に反映されているか） 

・冊子構成を含め全体確認 

２８（木） 
校正②確定版を印刷会社に提出（２月初頭に第３校仕上がり予定） 

第３校の校正は事務局対応 

２ 

４（木） 印刷会社に最終入稿 

１５（月） 納品（財政課立会い。２月１９日（金）までに検品） 

２５（木） 
第３回編集協力委員の会議 

・第４４号刊行報告ほか 

３ １（月） 

・第４４号販売開始。 

・講評者等に配布。 

・『広報きたもと』３月号に刊行案内記事掲載 

（原稿締切１月２２日（金））（予定） 

・市ホームページに刊行案内掲載 

※投稿作品の取扱いに疑義が生じた場合等、必要に応じ、臨時の打合せ会等を開催する場合があります。 














